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1．はしがき
　明治憲法下の女性は，男性中心の「家」，「戸主権」，「家督相続」を三つ
の柱とした家族制度によって，低い地位に甘んじなければならなかったの
であるが，現憲法が，「すべて国民は，法の下に平等であって，人種，信
条，性別，社会的身分または門地により，政治的，経済的または社会的関
係において，差別されない」と規定したことは，女性に対する差別的な制
度を一掃せしめたのである・
　しかし，現実の社会においては，なお今日男女不平等の例があることを
見逃がすわけにはいかない．それらは明白に不合理な差別であるものもあ
るが，なかには，本来不合理な差別が，あたかも合理的な差別であるかの
ように承認されているものもある．
　本稿でとりあげる判例にあらわれた事例のその一つは，主婦の家事労働
の評価の仕方によって，妻の家族生活における地位の問題が問われたもの
であり，二つは，結婚の自由とともに離婚の自由もみとめられたと思われ
る現在において，妻の離妻と，夫の親との関係が，法制上困難な問題を提
起し，旧い家族制度のきずなが現実には解消されていないのではないかと
いう例，そして第三は，結婚退職制による女性労働者の結婚の自由，勤労
権などの制限の問題である．
　それらのいずれの事例も，結局は，男女差別の合理，不合理の基準をど
こにおいて理解するかにあると思われるのである．
2．　主婦の家事労働
　旧民法では，妻は法律行為の能力がないものとされ，その結果，財産の
管理権，住居選定権などの経済活動能力まで否定されることになっていた
（旧法801，789条）．このことは主婦が家にあって，犠牲的に家族一夫や
その親一に奉仕することを当然とする，儒教的な婦徳観を基礎としたも
のであった．したがって，主婦の家事従事における労働力を，経済価値に
換算するなどは，考えも及ぼなかったのである．
　しかし，現憲法が男女平等を保障（14条）し，　また家庭における夫婦
の協力義務を規定した（24条）結果，主婦の家事労働力を有償的に価値
換算する必要があるのではないかと，考えられるようになってきた．判例
においても，この問題が登場するようになった．一つは，税金に関係した
もので，夫が外で働いて得た給与所得と，いわば妻の「内助の功」との相
関関係についてのものと，いま一つは，事故死傷に対する損害賠償請求の
際，主婦の家事労働の経済的評価によって逸失利益を算定することが妥当
かどうかに関するいくつかの判例である．以下，これらの判例にあらわれ
た見解を通じて，主婦の家事労働の評価と，その基底にある女性の家族生
活における地位に関する憲法的問題点をみてみることにする．
　（a）課税と家事労働の評価についての判例
　ある人が，昭和32年度分の所得税の確定申告をするとき，その人の名
儀で取得した同年中の総所得165，600円と，事業所得459，200円の合計
額624，800円を二分して，半分は内助の功のあった妻の所得として確定
申告書を提出した．税務署では，妻の分の申告を無視して，合計額を全部
夫の所得として更正すると同時に，その人が過少申告をしたという理由で，
3加算税を課することにした．彼はこの処分を不服として国税局長に対して
審査請求をしたのであるが理由なしとして棄却された．そこでさらにこの
国税局長の認定を不服として裁判所に訴えることにした，訴えの理由は，
夫の取得した給与の金額が夫にのみ属するというような国税局の認定は，
妻の内助の功を評価しないものであり，またそのようなことを許している
民法762条1項の夫婦別産制の規定およびこれを前提とした所得税法は，
妻の個人の尊厳を害し，両性の本質的平等に反したものであるから，憲法
24条および30条（納税の義務）に違反する，というものであった．
　この裁判は，いずれの裁判所も，その訴えが理由のないものとして棄却
したのであるが，最高裁判所は，憲法24条と民法の夫婦別産制および税
法との関係について，「憲法24条は，男女両性は，本質的に平等である
から，夫と妻との間に夫たり妻たるの故をもって権利の享有に不平等な扱
いをしてはならないということを規定したのであって，個々の具体的法律
関係において，常に同一の権利を有することを規定したものではない．こ
の意味で夫婦別産制を規定した民法762条1項は憲法24条に違反する
ものではない．したがって夫婦の別産制を根拠にしている所得税法は，憲
法24条に違反しない1とのべ，また，「夫婦の協力，寄与に対しては，
民法に財産分与請求権や相続権，扶養請求権があり，夫婦間に実質上の不
平等がないよう配慮されている」，と判決した（昭36年9月6日最高
裁大法廷判決）．
　前にものべたように，明治憲法時代，妻は夫の許しがなければ，重要な
法律行為ができなかった（旧民法14条）．このように法律行為について妻
は無能力扱いをされた結果，妻自身の財産の管理権や，居住選定権などの
経済活動能力まで否定されることになったのである（同810，789条）．し
かし日本国憲法の下では憲法14条や24条の規定によって，男女平等の
原則が確立された結果，当然に妻の法律行為の無能力者扱いは認められな
いのであるから，財産関係についても，夫と妻はまったく平等の権利を行
使することができる．したがって，夫だけが有していた財産管理権，処分
4権はなくなって，妻のものは妻が管理，処分権を有することになったので
ある．これが民法762条1項にある「夫婦の一方が婚姻前から有する財
産および婚姻中自己の名で得た財産は，その特有財産とする」といういわ
ゆる夫婦別産制の意図しているところである．したがって，このように夫
婦別産制を歴史的に評価すれば，民法の762条1項は，むしろ妻の地位
の憲法的保障から立法されたものであって，違憲の規定ということはでき
ないのである．
　この点，最高裁判所の結論が民法762条1項の違憲性を否定したのは
当然であったし，原告が，夫婦別産制を違憲論にまきこんだことは，いき
すぎであるということができる．むしろ，この場合の問題点は，所得税法
が，夫の給与所得を夫の特有財産ということにきめつけてしまって，妻の
家事労働による協力分をまったく評価しない姿勢そのものに，憲法的問題
が含まれていると考えなければならないのである．
　しかしながら，実際には家庭生活の中では夫名儀の財産と，妻名儀の財
産とは明確には区別しにくいものもあるので，民法（762条2項）では，
そのような財産を共有財産と推定することにしている．であるから，何が
特有財産か共有財産かは解釈にまかせられることもありうるのである．そ
こで，夫の給与所得は夫の名儀になっているのが普通であるから，所得税
法は，民法の「婚姻中自己の名で得た財産」というところを忠実にまもっ
て，給与所得は夫の財産であるとして課税し，もし妻が働いて共かせぎし
ている場合には，妻の給与所得は妻の名儀の特有財産として，夫と妻と別
別の課税がなされることとしたのである（昭和36年に設けられた配偶者
控除制は，それまでの扶養者控除制にくらべ，進歩的ではあるが，やはり
あくまでも夫に従の立場に妻をおいていることに変りはなく，夫の給与自
体に妻の家事労働による協力分を評価したものではない）．だとすると妻
が家庭で家事労働に従事することは，こと税金に関しては，一文の価値も
ないことになる．そこで反論として，夫の外での労働は，家庭にいて働く
妻の協力分が大いに貢献しているのであるから，夫の所得の半分は，妻の
5所得として考えるのが，妻を労働能力のある個人として，重尊することに
もなるし，男女平等の保障にも適するのであるから，所得税法の解釈は，
この点を無視した違憲の法律といわなければならないという見解が生れる
のである．前記裁判における原告も，その主張においてこれと同一であっ
たということができる．
　この問題は，いわゆる二分二乗方式として夫婦の財産制ときりはなし，
いわば減税政策の観点から，昭和43年の税制調査会の答申が長期税制の
あり方の一つとして，検討を要望している．また，直接に税制とは関係は
ないが，昭和41年に婦人青少年問題審議会は家族法上の妻の地位に関す
る意見書の中の，「夫婦財産制について」の項の中で次のような意見をだ
している．
　「わが国の夫婦財産制は別産制のたてまいをとっているので，婚姻中自
己の名で得た財産はその特有財産となる．しかし一般に妻は，その名儀に
よる収入を得ることが少なく，婚姻中に形成された財産は夫名儀であるこ
とが多い．このことは婚姻の破綻や相続に際して，妻に不利益をもたらす
場合がきわめて多い．夫の収入は，生活の分業，すなわち妻の家庭管理，
家事，育児その他夫に対する協力によって得られたものであることを考慮
すると，夫の名で得た財産に対して妻の帰属分があると考えるべきであ
る」（ジ＝リスト342号，P・116，同意見書参照）．もっとも，この意見
書のように，離婚や相続における財産分与までを考えて，税法における二
分二乗方式を考えることに疑問をもったり（朝日新聞昭和43．10．23），
単純な分割方式は実情に合わないとする意見（家族法上の妻の地位　　夫
婦の財産とその妻への帰属分一，ジュリスト344号，座談会参照）など
があるが，それらの意見も，妻の協力分を否定しているわけではない（上
記意見書の趣旨を徹底して，法改正の提案について，山田隆子「夫婦財産
の帰属関係について」ジュリスト354号，p．107以下）．
　（b）事故死した主婦の逸失利益と家事労働
　事故死した主婦に対する損害賠償の算定にあたって，その主婦の逸失利
6益を何に求めるかについては，すでに戦前に二，三の判例がある．その一
つは，「本件二於テBハ死亡当時Aノ妻タリシモ之力為二何等収益ナキモ
ノト認ムヘキニ非ス特別ノ事情ナキ限リ少クトモ通常女子ノ労働賃銀二相
当スル収益ヲ得ヘキ見込アリト認ムルヲ相当」と判示した例である（大判
昭7．12．23，新聞3517号14頁）．この例はのちにみるように，主婦
の稼働能力（つまりいつでも外で働く能力）を認めて，女子労働者の賃金
から損害賠償額を算定する．最近でも主張される考え方の一つにあてはま
る．ここでは従って，主婦の家事労働に対する積極的理解にはとぼしいけ
れども，戦前の女性の地位に対する認識を背景にして考えれば，珍らしい
判例といえる．これとはまったく反対に，主婦の事故死に対する損害賠償
の算定にあたって，　「勘クトモ被害者ト同性ニシテ且其年令健康状態ヲ略
同シクスルモノノ何人モ従事シ得ヘキ仕事二対スル最底賃銀ヲ標準トシテ
其ノ被害者ノ得ヘカリシ利益ヲ其定シ之力喪失ニヨル損害ノ賠償ヲ命シ得
ルモノトスル見解・・未タ遽二首肯シ維キ処ナリ」（東京控判，昭11．4．22
新聞3999号12頁）と判示したものがある．
　戦後，女性の地位が高くなると同時に，当然，この問題はいろいろに議
論され，判例や学説の傾向も多岐に分れるようになった．
　まず，現に主婦である者の逸失利益の算定についての判例では，家事労
働を家政婦の賃金とか，女性労働者の平均賃金などと比較して，主婦にも
収入のあることを認めたものが一，二件ある．
　例えば，昭和39年12月に交通事故にあって死亡した主婦の遺族から
の損害賠償請求事件における大阪地裁の判決では，主婦の逸失利益には家
庭運営にあたっての働きは，死亡当時の昭和39年度の女子平均賃金より
低く評価されるべきではなく，死亡時よりなお35年は主婦として家事労
働ができるのであるから，その間の逸失利益を認めるべきであるとしてい
る．この判決では，主婦の家事労働には金銭的対価が支払われないのが現
状であるが，本質はそうではないことを，財産処理における主婦の役割か
ら説明している．しかし，昭和40年10月26日の大阪高裁の判決では，
7「主婦の家事労働ないしは家業の手伝いと財産分与または相続による財産
取得との問には直接的な因果関係はないのである．従って，女性が結婚後
でも，家事労働あるいは家業に服するからといって，これを評価して喪失
利益の損害とすることはできないのである」といっている．（判時484号
p．41，同旨，大地判昭42．4．19，判時484p・34）．学説でも，妻の家
事労働を夫婦の財産関係の中で評価することは否定されないが，第三者に
対する関係において主張することは，疑わしいとしている（例えば人見康
子「主婦の逸失利益」ジュリスト交通事故判例百選p．103）．
　次に，未婚の適令期にある女性の事故死における逸失利益の評価につい
てみると，戦前の例として，昭和15年の東京控訴院の判決で官庁の女子
事務員であった満18才3ケ月の女子について，「婦女が其の一生を官庁
に勤務するが如きは，極めて稀有の事例にして，寧ろ相当年令に達すれば，
退職して結婚をなすか，或は結婚後間もなく退職をなして家庭の人となる
を通則とするを以てAも亦此点に付き何等の反証なき限り，此例に洩れざ
るべきものと推測するを相当」とした例がある（東京控判昭15．7．22，
新聞4605号）．
　戦後では，上記の例と同様に未婚老の結婚後の逸失利益を認めない例
（高松地裁丸亀支部判決，昭和31．11．20，不法下民集昭和31年度57事
件）その死亡による減収分について結婚を考慮に入れないで・稼働年数を
きめて算定したもの（東地判，昭29．6．28，下民集5・6・965，東地判，昭
29．1．26），それに，未婚者の結婚後の逸失利益に，主婦としての家事労働を
考え一般の女性の労働賃金によって算定したものなどがある・この最後の
例は，いわゆる「スキー裁判」事件で，スキーパトロールのスキーによって
未婚女性が重傷を負ったため，両親から損害賠償を求められたものである・
この事件で裁判所は，「原告（被害者A）が本件事故当時・職業をもつ未婚
の女子であったことは上記のとおりであるが，一般に有職未婚の女子が余
命またはそれに近い年数の間その職場に勤務（ちなみに・後記統計年鑑に
よれば，全産業の女子の平均勤続年数は4．0年である）し，その収支を得
8ることは，近時における有夫婦人労働者の増加を考慮に入れてもなお通常
ではなく，むしろ女子の場合は，特段の事情なきかぎり，結婚適令に達した
頃に結婚し，およそその頃退職して家庭の人となり，その後はいわゆる家
事労働にたずさわるものと認めるを相当とし，そして，その労働力は通常
一般女子の平均労働賃金に相当する収益を得べき見込あるものとして評価
するとを相当とする」と判旨し，事件当時23．9才の原告はなお一年間職
業につき，その後は55才まで30年間家事に従事するから，初めの一年間
の減収分に家事労働を通例一般女子の平均労働賃金に換算したものを加え
た分を逸失利益として認めた（東地判昭39．12．21，判時393号17頁）．
　最後に，年少の女児の事故死に対する損害賠償の例であるが，これも戦
前の判例がある．事例は，満2才の女子の死亡による損害賠償事件で，裁
判所は理髪師である父親が，その女児を将来理髪師にする希望であること
を認めて，理髪師になる見習期間を終えた21才から，24才で結婚をする
まで，その職業にあることとして，その間の逸失利益を賠償額の中に算定
したものであった（広島地判昭15．7．8，新聞4616号）．
　戦後話題となった例は，昭和42年4月19日の大阪地方裁判所の判決
である．これは，　「家事労働にのみ従事し独自の収入を得る見込みのほと
んどない主婦につき，逸失利益を肯定するのは正当ではない」，とする上
記のいくつかの例に倣ったものであるが，当時の新聞などで「内助の功は
タダか」，「男女差別の判決」などの反撃をうけたものである．このように
主婦の逸失利益を否定すると，同じ幼児の死亡，傷害について，男子と女
子とどは逸失利益が異るから，損害賠償の金額に差が生じるという批判に
対して，逸失利益額に差を認めることは，現実における男女の労働態様の
相違からしてやむを得ないことであるのみならず，このように逸失利益額
の算定に不利な取扱いを受けざるを得ない女児に対しては，男児に対する
よりも多額の慰謝料を与えることにより，損害賠償総額において均衡を保
たせることができると解する．なぜなら，慰謝料請求権は，被害者が財産
的損害の賠償として取得した金銭で償われない精神的損害について発生す
9ると解すべきところ（慰謝料の補完作用），一般に逸失利益の算定に不利
な取扱いを受ける女児は，男子に比較し，財産的損害賠償により償われな
い精神的損害が大きく，慰謝料の額もそれに応じて多額となるはずだから
である」（大地判，昭42．4．19，判時484号34頁）．
　しかし，このようにまったく慰謝料のみで総額を調整しようとする考え
方には批判も多いが，さればといって，将来の結婚後の主婦としての家事
労働を重視したものは，判例ではないようである．したがって，「結婚し
て家事労働に専従する女子については独自の収入は認められない」とする
一方で，「しかし働く能力の全部または一部を失った場合，その能力の喪
失自体を損害とみて賠償を認めるできである」と判断している（大阪高判
昭40．10．26，判時484号p・34，同旨，大阪地判昭43．3．12，京都
地判昭43．2）．これらの判決では，女児が将来結婚することを，まった
く損害賠償の算定にあたって考慮にいれていない点で賛成者も多い，例え
ば，女性は24才で当然結婚するということは，労働省婦人少年局の統計
資料からも疑わしいし，結婚退職制違憲判決の方向なども考えて，女児も
男児と同種に結婚を考慮に入れない賠償額の算定の方が男女平等の原則に
ふさわしいのではないかという意見である（西井竜生「幼児の損害賠償」
ジュリストNo．381特集交通事故p・94）．
　以上の判例や，そのほか学説などを整理してみると，女性の事故による
損害賠償については次のいくつかの考え方がある．
　まず第一に，未婚の女性の場合には，将来必ず結婚することを前提して，
結婚後の逸失利益をみとめず，結婚前に職業についているか，職業につく
ことが予定されている場合にはその分についてのみ逸失利益をみとめると
する場合，第二は，第一の場合とほぼ同じであるが，ただ，そのかわり慰
謝料の算定で，男子の場合と総額で帳尻が合せようとする場合（もっとも
慰謝料で帳尻が合うことが実際に可能かどうかは別）・第三に・人間すべ
て（機械のそのように）稼動能力が本来あるものとして・女性も稼働能力
があるから，主婦も当然稼働能力をもつものとして，その分を考慮して算
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定するという場合（この考えは，主婦である女性の事故死の場合に考えら
れたものである）．第四は，本来死者の逸失利益というものの算定は，一
種の擬制の性質をもつものであるから，女性がたとえ将来結婚することが
あっても，その事は考慮にいれないで，男子と同じに考えて算定しようと
する場合，第五は，主婦の収入を家政婦の賃金とか，女性労働者の平均賃
金などと比較して算定しようとする場合，そして第六に，主婦については，
同人の死亡によりそれまで同女からうけていた家事労働，サービス等いっ
さいを事故により失ったとして，これに対する遺族固有の損害を評価する
方法等が考えられている．
　上記のそれぞれの考えのうち．第一から第四までの考え方は，いずれも
主婦の家事労働の経済的価値を考慮にいれていない．第一の場合はまった
く問題にならないが，第二は，慰謝料でカバーすることにし，第三，四は，
妻を一般労働者として評価しているが，家事労働についての評価は同様に
ない．第五，第六は，妻の家事労働を評価しているけれども，第六につい
ては，まず，家事労働，サービスの評価によって賠償額がひくくなること
と，遺族固有の損害補填ではなく死亡者の逸失利益の相続を肯定している
のが判例の傾向であるから実務に適しないとされている．現在は，第五の
考え方が判例の傾向であるとされているが，これは主婦の家事労働を経済
的に評価している点ですぐれているが，必ずしも手ぱなしで喜べない問題
がある．それは，このような考え方には未婚女性は一定の年令に達すると
結婚して家庭に入るという条件がつくわけで，このことはのちにのべる結
婚退職制を肯定する思想とむすびつくからである．
　以上の二つの例一税金問題と損害賠償問題一一にみるように，妻の家
事労働の評価には，なおさまざまの困難があるが，憲法の男女平等と夫婦協
力の規定は，なににもましてこの問題を整理する基本というべきであろう．
3．離婚の時期
刑法の殺親罪の規定は，昭和25年10月11日の最高裁判所の判決が，
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大上段の道徳論による合憲主張をして批判されたが，「家」の旧習にしば
られた妻が，夫の親の虐待にたえかねて殺したという場合には，殺親罪そ
のものの合憲問題のほか，女性の家族制度上の問題を提供する，
　ここに，妻の親殺しに関する二つの例をあげる．いずれも夫が死亡した
あと，夫の親に対する犯罪のため，離縁と姻族関係が問題となり，はから
ずも女性の家族制度上の地位についての問題も提供したのである．一つは
被告である妻が，夫の病床にあるときから夫の実父に暴力で犯されたうえ，
夫の死後は特殊飲食店に売りとばされ，搾取や暴行をうけ，おもいあまっ
て殺人に及んだという事件である．もう一つは，夫の生前からその家人に
冷たく扱われていた妻が，夫の死後，ますますひどくなった家人による虐
待に耐えかねて，妻まんじゅうで，一家みな殺しを図って未遂に終った事
件である．
　この二つの事件で，裁判所は，刑法200条にいう配偶者の直系尊属とは，
生存配偶者の直系尊属のみをいい，配偶者が死亡して配偶関係の存在しな
い場合には，配偶者たりし者の直系尊属は含まれない，つまりこの事件で
妻が親だと思っていたのは，実は親ではないと判断して，第一の事件につ
いては福岡高等裁判所が普通殺人として判決（昭和29年5月21日判
決）し，第二の事件は最初に，下級裁判所が尊属殺人未遂としたのを，最
高裁判所が破棄差戻しの決定（昭和32年2月20日決定）をした．こ
とに後の事件の決定で「すでに『家』の制度の廃止せられた現行憲法の下
においては，改正前の民法の解釈としても，妻がなす亡夫の家に在る間だ
けに生ずる姻族関係によって，亡夫の直系尊属に対する関係を刑法200条
の適用ある場合に拡張する理由はきわめて乏しい」から，「妻と亡夫の直
系尊属との関係に本来の親子関係と同様な重罰規定を適用すべき合理的な
根拠はない」，とのべた最高裁判所の意見は，刑法の解釈を変えたわけで
はないが，上記の高飛車な道徳論を展開した判決にくらべて，前進してい
ると思われる．
　民法によると，配偶老の一方が死亡した場合の姻族関係は，戸籍法上の
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手続にしたがって届出をしたときに正式に終了することになっている（民
法728条，戸籍法96条）．というのに，前の二つの事件ではいずれもこ
のような手続がとられていなかったから，判決のいっていることは，実は
おかしいのである．もっとも，この民法の規定を忠実に守った判例もある．
たとえば，前の第二の事件における下級裁判所の判決も実はそうであるが，
もう一つ，家出をした妻との問に戸籍上の婚姻関係が法律上のこっていた
被告人が，妻の実父を殺して，尊属殺人事件で，裁判所が，「法律上離婚
が成立せずして婚姻の継続しておる夫婦についてはその間の事実上の実情
如何に拘らずこれを配偶者と認めなければならない」，　とのべて刑法200
条を適用した例がある．
　結婚の解消は法定しないで，事実上の解消を基準にすれば，一見憲法の
自由の保障にかなうようにみえるし，これを先の毒まんじゅう事件での最
高裁判所の見解などでみると，「家」の旧習がつよくのこるわが国では，
っそうその感を強くするのであるが，結婚の解消を事実にもとついて認定
いするか，法律上の手続を要件とするかは，困難な問題である．その意味
で現行離婚法が制定された経緯について，憲法調査会における我妻参考人
の発言を抄録すると次の如くであった．
　「改正前の民法では，夫に死に別れますと，未亡人はそれでもなおしゅ
うと，しゅうとめと姻族関係を持っております．ただ，実家に帰りますと，
姻族関係はなくなる．実家に帰りますには，夫の家の戸主と自分の実家の
家の戸主の両方の戸主の同意を必要としますから，未亡人の自由にはでき
ないわけでありますが，両戸主の同意を得て実家に帰れば姻族関係は止む．
実家に帰らないで婚家に留まっている限りは姻族関係は継続する，という
のが旧法の規定でありました．
　ところが，新しい民法をつくります際に，家という制度をやめたもので
すから，当然家を去るということになって姻族関係が止むという規定は改
めなけれぽならんわけでありますが，どう改めたらいいかということでた
いへん苦労したのであります．で，一方の極端には，夫が死ねば直ちに姻
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族関係は止むとすべきではないか，という考え方がありました．しかし，
他方には，いや，夫がなくなっても永久に姻族関係はあるということにし
ておいて，但し，その姻族関係の内容は，旧法のように強いものではない
，ということにすればいいじゃないか，という説がありまして，両極端の
考へ方があり得たわけでありますがその間にもいろいろの説がありました．
たとえば，再婚すれば姻族関係が止むとか，あるいは実家という観念はあ
りませんけれども，婚姻前の氏に復する，婚姻する前の氏に還れば姻族関
係が止むというふうにしようとか，いろいろ説があったのでありますが，
結局，新しい法律は，御承知だと思いますが，姻族関係終了の意思表示と
いう戸籍の届出をいたしますと，姻族関係はやむその届出をしなければ
姻族関係は続くと，こういう態度をとっております．この戸籍の届出は，
旧法のように，戸主の同意というようなものは無論ありませんので，未亡
人の自由なる意思によりまして，姻族関係をとめようと思えば戸籍の届出
さえすればいい．しかし，自由にできるのではありますけれども，この手
続をとらないうちは姻族関係は止まない．こういう態度をとっていたわけ
であります．
　ところが，刑法200条の解釈として，夫が死んでしまえば尊属殺になら
ないという判断をされたわけでありますから，こと尊属殺に関する限りに
おいては，姻族関係は夫の死亡にょって止むという判断をされたような感
じがするのであります．この点，民法学者が苦労していた問題を，尊属殺
というところで最高裁の判断を受けることはちよっ意外でありましたので
すが，そういう意味で，間接には民法の規定の運用ともいえるかも知れん
と思います」（憲法調査会第13回総会議事録36頁参照）・
　上記，我妻参考人の説明にもあるように，妻となる女性にとって姻族関
係によって生まれる夫の親との関係は，「家」，「戸籍」・「親子関係」等・新
旧の民法上の家族制度における複雑さ，困難さを物語っているのであるが・
しかし，上記二つの判決にみるような離婚の時期と姻族関係の問題は，我
妻参考人もいっているように，運用の面で憲法の個人の尊厳・平等権の保
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障の原理に従った，最高裁判所の姿勢の方が，わが国の過去の「家」の旧
習，弊害をすこしでもたちきることになろうし，そのことが当然に女性の
家族生活における地位の向上に役立てられるものと考えられるのである．
5．結婚退職制
　女性の地位に関する，上にみた憲法判例はいずれも主として家族生活の
中での問題であった．これはこれで，わが国の過去の法制，社会的習俗の
中で，女性のとくに妻の地位の低さと対比してみても，女性の地位の評価
にあたって重要な問題であった．しかし，女性の地位を論ずるには，女性
がその対社会的活動の分野とくに女性労働者としていかなる地位を確保し
うるかということが，それにもまして重要であるといわなければならな
い．
　この観点から，ここでは最近きわめて注目されている女性労働者に対す
る結婚退職制，若年停年制に関連する東京地方裁判所の昭和41年の判決
を中心に，女性労働者の地位の問題をながめてみることにする．
　現在，わが国の女性雇用労働老は929万人にものぼっている（昭和41
年）．これはわが国の雇用労働者全体の30％以上を占める数字であり，戦
前昭和5年の30倍にあたる数字といわれる．このように数字の上からみ
ると，女性の職場進出はめざましく，わが国の産業，社会を支えるに，十
分な力であるといえる．
　がしかし，眼を転じてこれらの女性労働者が，どういうところで働き，
どういう労働条件で働いているかをみてみると，その職業選択，賃金その
他の労働条件，社会保障など，女性労働者の地位について検討すべき，さ
まざまの問題があることに気づくのである．結婚退職制も，その一つに数
えられる．
　結婚退職制とは，女性労働者が結婚をした場合には退職することを，労
働協約できめたり，就職の際にその旨を約束させることを制度化したもの
で，現在，全国の企業の9％以上（金融保険業では実に20％）が，この
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制度を採用しているといわれる．またこのように制度化していなくても，
特別な退職金で，自発的に退職をさそったり，転勤などのいやがらせで結
婚退職をせまる企業も，全国的には相当数あることも推定される．
　昭和41年12月20日の東京地方裁判所の判決からみてみることにす
る．この判決は結婚退職制に関する最初の判決であり，しかもこの制度が
憲法の人権保障のいくつかの原理をふまえて，民法90条の公序良俗に反
する契約であるとした点，大いに議論をわかしたものである．したがって
判例批評も，非常に多い．
　「結婚または満35才に達したときは退職する」という念書を女子職員
採用の際に提出させる制度を実施している会社に，入社のときそのような
念書を提出した女性が，結婚したが退職をしなかったので，会社は昭和39
年3月上記女性を解雇した．しかし，彼女はこの解雇を，①結婚退職制の
合理的根拠の欠除，②就業規則違反，③右制度の結婚の自由の制限，性別
にょる差別待遇でありうることを理由に無効であるとして，同年3月21
日以降の賃金の支払を求める訴訟を提起した．被告となった会社は，①補
助的業務についている女子従業員が結婚後も長期勤続すると，男子との賃
金が不均衡となる，②女性は結婚後には労働能力が低下する．③結婚退職
制は今日慣行としてみとめられ組合もこれをみとめているから労働協約と
同等の効力をもつ．④労基法も禁止していない．⑤本人が念書をいれて入
社したのだから，この制度を無効とするのは不当である．等の理由で抗弁
したが，裁判所は結局原告の主張のとくに第3点を中心に結婚退職制が民
法90条の公序良俗に反ける無効の契約であるとして，原告の勝訴とした
のである．
　裁判所は，まず結婚退職制は，女子労働者のみの解雇事由である点で，
憲法14条の法の下の平等を無視した差別待遇であり，結婚に際してなお
雇傭関係の継続を望んでいる女性労働老に対しても，使用老からその終了
を望みうることは，憲法13条の幸福追求の権利としての結婚の自由や，
憲法25条の生存権，27条の勤労の権利をも制限していることになるとの
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べて，これらの権利が保障されることが「公の秩序」を構成しているので
あるから，結局これら「公の秩序」をみだしている結婚退職制は，民法90
条の「公ノ秩序又ハ善良ノ風俗二反スル事項ヲ目的トスル法律行為ハ無効
トス」，という規定にてらして無効であると判決した．
　さらに裁判所は，被告会社が女性従業員は結婚すると，能率が低下する
と主張したことに対して，「（会社のきめた）補助的事務の内容に徴すると，
これに従事する女子労働者が結婚したからとて労働能率が当然に低下する
ことは推認できない．
　もし，既婚女子労働者の一部に労働能率の低下した者が生ずれば，……
労働協約または，就業規則等に定める所要の処置を個別的にとれば足りる
ものと解される．
　したがって，既婚女子労働者の非能率を理由に，勤務成績の優劣を問わ
ず一律にこれを企業から排除することは合理性がない」とのべている．
　また，同会社は，男女同一賃金制に徹しているので，補助的事務に従事
する長期勤続の既婚者，高年の女子職員に対して，より責任の重い事務に
従事する男子従業員と比較して不相当に高額の賃金を支払わなければなら
ないという主張に対しては，「被告主張のように長期勤続既婚女子職員が
より責任の重い男子職員に比し高額の賃金を得，しかもこれにつき男子職
員からその是正を求められるとの事態が存するとしても，右は主として勤
続年数により機械的な昇給を伴う年功賃金制のもたらした結果であるから，
むしろその是正のためには，男女を問わず各職員の職務ないし労働価値に
応じた合理的な賃金体系を制定することが適当であるといわなければなら
ない．……かかる措置をとらないで，年功賃金制の有する若干の短所を理
由として女子労働老を結婚と同時に一律に企業から排除し，もって前示差
別待遇を行い，結婚の自由を制限することは，なんら合理性がない」，と
年功賃金制に安住した，企業の姿勢を批判している．しかしこのような裁
判所のいわば職務給や職能給の制度を採用せよという示唆に対しては，「職
務給などの賃金制度はまさに合理化の手段として，労働強化を促進し労働
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者の団結を破壊する機能をも営む危険を含んでいる．したがって，裁判所
が軽々に言及すべからざる問題であるといえよう」，という批判もある
（本田淳亮「結婚を理由とする女子労働者の解雇は無効」判例評論100号
p・44）．このように考えれば，むしろ裁判所が指摘すべき問題点は，女性
労働者の労働能力の評価一一つまり女性労働者は一般に低能率であるとか，
単純労働しかできないとか，管理能力がないとかいう理由で，昇進が著し
く男性に劣っているという現状　　の問題解明にあったと思われるが，
「労基法4条の立法趣旨により，女子労働者は一般的平均的に低能率であ
るとの社会的偏見の排除が要請されること，同法65条，66条により既婚
女子労働者は出産育児に関し休業請求権を有し，その限度での労務の不提
供すなわち，使用者側からみれば非能率が許されていることは充分に尊重
されなければならない」，とのべながら，女子職員を「補助的事務のみに
従事させることが合理的差別といえるか否かはしばらくおく」，と現状の
女子労働者採用におけるもっとも重要な点について見解を明らかにしなか
ったことは，この判例の欠点の一つといえよう．
5．　む　　す　　び
　この稿は，前に出版した「女性と憲法問題」の人権編をまとめた際の資
料の中から，判例に関するものを整理して，紹介したにすぎないもので，
問題の深く広範な追求は後日にゆずることにする．ただいえることは，こ
れらの判例にあらわれた女性の地位に関する根本的認識が裁判所において
も，憲法における平等原則に基いているということである．もっとも，本
文でみたように，一つ一つの事例と制度との関連の中で，ある場合にきわ
めて女性の地位を評価しているに思われることが，他方ではそのことが阻
害になっているということである．この点，女性の権利問題に関し・家族
法，労働法，財産法上の根本的，共通的原理による問題解決の方向が必要
であろう．
